
 

 

平成 31(2019)年度 

葉山町下水道事業会計予算 



議案第 49 号 

- 1 - 
 

平成 31(2019)年度 葉山町下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成３１(２０１９)年度葉山町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 整備区域面積                                        約３６５ha 

（２） 年間整備面積                                        約  ６ha 

（３） 主要な建設改良事業                                  

下水道整備推進事業                               ４７１，１００千円 

浄化センター耐震化事業                              ４９，２００千円 

下水道アセットマネジメント事業                          ６３，６５０千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入                       支     出 

 第１款 下水道事業収益  １，３４４，３９４千円      第１款 下水道事業費用  １，２９１，９６８千円 

  第１項 営業収益      ２９８，１８０千円       第１項 営業費用    １，１３４，２５５千円 

  第２項 営業外収益   １，０４６，２１４千円       第２項 営業外費用     １５２，７１３千円 

第２項 営業外収益   １，０４６，２１４千円       第３項 特別損失             ０円 

第２項 営業外収益   １，０４６，２１４千円       第４項 予備費         ５，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４４７，

７５５千円は、消費税資本的収支調整額３１，４６５千円、当年度損益勘定留保資金３９５，６６４千円及び繰越利益剰

余金処分額２０，６２６千円で補填するものとする。） 

 

収     入                       支     出 

 第１款 資本的収入      ７２７，６９２千円      第１款 資本的支出    １，１７５，４４７千円 

  第１項 企業債       ２９７，０００千円       第１項 建設改良費     ６３４，２１８千円 

  第２項 他会計出資金    １７４，６９２千円       第２項 企業債償還金    ５３６，２２９千円 

  第３項 補助金       ２５６，０００千円       第３項 予備費         ５，０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

事 項 期 間 限度額 

下水道アセットマネジメント事業 
平成３１（２０１９）年度から 

平成３２（２０２０）年度まで 
１２０，５００ 

水洗化工事資金として融資した金融 

機関に対する損失補償 

平成３１（２０１９）年度から 

平成３５（２０２３）年度まで 

水洗化工事資金を融資した金融機関が損

失を受けた場合の元金の残額、期限後の利

子及び延滞損害金 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

下水道事業 ２９７，０００ 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

事業の進捗その他

の都合により翌年度

に繰越して起債する

ことができる。 

5.0%以内 

（ただし、利率見直

し方式で借り入れる政

府資金及び地方公共団

体金融機構資金につい

て、利率の見直しを行

った後においては、当

該見直し後の利率） 

政府資金及び神奈川県資金について

はその融資条件により、銀行その他の

場合にはその債権者との協定条件によ

る。ただし、町財政の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し、又は繰上償

還若しくは低利に借換えすることがで

きる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用 

（２） 営業外費用 

（３） 特別損失 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費                                     ７２，８８８千円 

 

（他会計からの補助金） 

第10条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計への補助金を受ける金額は、６１４，０３４千円とする。 

 

（利益剰余金の処分） 

第11条 繰越利益剰余金のうち２０，６２６千円は、次のとおり処分するものと定める。 

（１） 減債積立金 

 

 

 

   平成 31 年２月 12 日提出 

葉山町長  山 梨  崇 仁 



 

 

平成 31(2019)年度 

葉山町下水道事業会計予算に関する説明書 



（単位：千円）

１　下水道事業収益 1,344,394

１　営業収益 298,180

１　下水道使用料 257,570

２　その他営業収益 40,610

２　営業外収益 1,046,214

１　受取利息及び配当金 1

２　他会計補助金 614,034

３　補助金 0

４　長期前受金戻入 432,179

平　成　３　1　（　２　０　１　９　）　年　度　　葉　山　町　下　水　道　事　業　会　計　予　算　実　施　計　画

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

予定額 備考款 項 目
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（単位：千円）

１　下水道事業費用 1,291,968

１　営業費用 1,134,255

１　管路費 23,604

２　ポンプ場費 30,574

３　処理場費 195,061

４　普及促進費 5,517

５　業務費 9,762

６　総係費 41,894

７　減価償却費 827,843

２　営業外費用 152,713

１　支払利息及び企業債取扱諸費 132,712

２　消費税及び地方消費税 20,000

３　雑支出 1

３　特別損失 0

 １　その他特別損失 0

４　予備費 5,000

１　予備費 5,000

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考
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（単位：千円）

１　資本的収入 727,692

１　企業債 297,000

１　企業債 297,000

２　他会計出資金 174,692

１　他会計出資金 174,692

３　補助金 256,000

１　国庫補助金 256,000

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

款 項 目 予定額 備考
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（単位：千円）

１　資本的支出 1,175,447

１　建設改良費 634,218

１　管路建設費 509,144

２　管路改良費 20,400

３　ポンプ場建設改良費 14,178

４　処理場建設改良費 90,496

２　企業債償還金 536,229

１　下水道事業債償還金 536,229

３　予備費 5,000

１　予備費 5,000

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考
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(単位　千円)

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益

　　固定資産減価償却費

　　長期前受金戻入額

　　引当金の増減額（△は減少）

　　受取利息及び配当金

　　支払利息

　　未収金の増減額（△は増加）

　　未払金の増減額（△は減少）

　　　小　計

　　受取利息及び配当金

　　利息の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 132,712

408,743

1

△ 432,179

△ 455

△ 1

132,712

△ 70,788

11,255

541,454

平成３１（２０１９）年度  葉山町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(平成３１（２０１９）年４月１日から平成３２（２０２０）年３月３１日まで)

73,067

827,843
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２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出

　　国庫補助金による収入

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　企業債による収入

　　企業債の償還による支出

　　他会計からの出資による収入

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）

　　　資金期首残高

　　　資金期末残高

297,000

△ 584,479

232,727

△ 351,752

10,471

△ 536,229

174,692

△ 64,537

△ 7,536

18,007
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１　総　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

損益勘定支弁職員 0 5 0 17,774 14,650 32,424 8,692

資本勘定支弁職員 0 3 0 13,661 11,343 25,004 6,768

合　　　計 0 8 0 31,435 25,993 57,428 15,460

損益勘定支弁職員 0 6 0 22,087 17,703 39,790 10,931

資本勘定支弁職員 0 3 0 13,551 11,247 24,798 6,773

合　　　計 0 9 0 35,638 28,950 64,588 17,704

損益勘定支弁職員 0 △ 1 0 △ 4,313 △ 3,053 △ 7,366 △ 2,239

資本勘定支弁職員 0 0 0 110 96 206 △ 5

合　　　計 0 △ 1 0 △ 4,203 △ 2,957 △ 7,160 △ 2,244

区 分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
期末手当 勤勉手当 児童手当

本　年　度 1,577 2,148 2,778 1,556 1,001 2,072 8,157 5,804 900

前　年　度 1,518 2,439 3,424 1,730 1,129 2,072 9,229 6,389 1,020

比　　　較 59 △ 291 △ 646 △ 174 △ 128 0 △ 1,072 △ 585 △ 120

職員数(人)

（単位：千円）

72,888

△ 9,404

　　給　与　費　明　細　書

区　　分
給　　　　与　　　　費 法　定

福利費

本
年
度

201

△ 9,605

比
　
較

※　手当には、賞与引当金繰入額を含む。

前
年
度

手
当
の
内
訳

※　法定福利費には、法定福利引当金繰入額を含む。

合　計

41,116

31,772

82,292

50,721

31,571
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２　給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

増減額

64

443

△4,710

157

△3,114

３　給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当たりの給与

　（２）　初任給

備考説明

（単位：円）

増減事由別明細

331,578

平成31(2019)年1月1日現在 449,071

43歳9月

手　　当

△ 4,203

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区 分

一　般　会　計　の　制　度

一　般　行　政　職

157,000

△ 2,957

給与改定に伴う増減分

普通昇給に伴う増加分

その他の増減分

439,241

42歳9月

一　般　行　政　職

185,700

平成30(2018)年1月1日現在

平　均　給　料　月　額

平　均　給　与　月　額

平　　均　　  年　　齢

平　均　給　料　月　額

平　均　給　与　月　額

327,111

（単位：円）

平　　均　　  年　　齢

高　校　卒

大　学　卒

157,000

185,700

給　　料

区　　　分 一　般　行　政　職

区　　　　　　　　　分

-12-



　（３）　級別職員数

0 0.0%

1 11.1%

0 0.0%

5 55.6%

0 0.0%

0 0.0%

3 33.3%

0 0.0%

9 100.0%

0 0.0%

1 11.1%

0 0.0%

5 55.6%

0 0.0%

0 0.0%

2 22.2%

1 11.1%

9 100.0%

区分 一　般　行　政　職

８級

７級

4

計

8

7

6

６級

２級

１級

部　　長

課　　長

課長代理

課長補佐
及び

係　　長

主　　査

8

7

6

5

５級

４級

3

1

2

2

1

主　　任

主　　事
及び

技　　師

主 事 補
及び

技 師 補

5

３級

平成31(2019)年1月1日現在

区　　分

平成30(2018)年1月1日現在

一　般　行　政　職

構成比職員数(人)級

4

3

計
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　（４）　期末手当・勤勉手当

　（５）　定年退職に係る退職手当

　（６）　その他の手当

備　　　考

一　般　会　計　の　制　度

支給期別支給率
支給率計
（月分）

職制上の段階職務
の級等による加算

措置6月（月分） 12月（月分）

2.225本　　　　　年　　　　　度

前　　　　　年　　　　　度 2.125

2.225

2.225

2.275

2.225

一般会計の制度との異同

通　　勤　　手　　当

扶　　養　　手　　当

区分

有

有

4.45

4.40

4.45 有

47.709 - -

47.709 47.709 - -

47.709

最高限度
(月分)

その他の
加算措置等

退 職 時
特別昇給

支　　　給　　　率　　　等 24.586875 33.27075

区　分
20年勤続の者

(月分)
25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
(月分)

同

同

同

同

区　　　分

住　　居　　手　　当

一　般　会　計　の　制　度
(支　　　給　　　率　　　等)

24.586875 33.27075

地　　域　　手　　当
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国庫補助金 企業債 その他
内　　部
留保資金

平成30(2018)年度 8,800 4,000 4,000 800 0 0 8,640 0 8,640 0 0.7%

平成31(2019)年度 286,700 121,830 121,830 43,040 0 0 0 286,860 286,860 0 23.9%

平成32(2020)年度 272,000 115,570 115,570 40,860 0 0 0 0 0 272,000 22.7%

平成33(2021)年度 311,800 132,500 132,500 46,800 0 0 0 0 0 311,800 26.0%

平成34(2022)年度 320,700 137,000 137,000 46,700 0 0 0 0 0 320,700 26.7%

合計 1,200,000 510,900 510,900 178,200 0 0 8,640 286,860 295,500 904,500 100%

継続費の総
額に対する
進捗率

（単位：千円、％）

全　　体　　計　　画

款 項 事業名

年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

１　資本的
　　支出

１　建設
　　改良費

葉山町公共下水道
下山口地区管渠整
備事業

継　続　費　に　関　す　る　調　書

前々年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生（見
込）額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

備考
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国庫補助金 企業債 その他

下水道アセットマネジメント事業 120,500 - -

平成31(2019)年度

～

平成32(2020)年度

56,850 18,500 - 38,350

水洗化工事資金として融資した金融
機関に対する損失補償

　水洗化工事資金を融資した金融機関
が損失を受けた場合の元金の残額、期
限後の利子及び延滞損害金

- -

平成31(2019)年度

～

平成35(2023)年度

限度額に同じ - - 全額

限　度　額

左の財源内訳

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

当年度以降の支払義務
発　生　予　定　額

事　　　項

前年度末までの支払
義務発生（見込）額
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(単位　千円)

１　営業収益

（１）下水道使用料 236,085

（２）その他営業収益 40,610 276,695

２　営業費用

（１）管渠費 21,620

（２）ポンプ場費 28,065

（３）処理場費 179,037

（４）普及促進費 5,409

（５）業務費 8,875

（６）総係費 41,734

（７）減価償却費 827,843

（８）その他営業費用 4,546 1,117,129

　　営業利益 △ 840,434

(平成３１（２０１９）年４月１日から平成３２（２０２０）年３月３１日まで)

平成３１（２０１９）年度  葉山町下水道事業会計予定損益計算書
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３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1

（２）他会計補助金 614,034

（３）長期前受金戻入 432,179 1,046,214

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債 132,712

　　　取扱諸費

（２）雑支出 1 132,713 913,501

　　経常利益 73,067

　　当年度純利益 73,067

　　繰越利益剰余金 1,975

　　その他未処分利益剰余金変動額 20,626

　　当年度未処分利益剰余金 95,668
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(単位　千円)

１　固定資産
（１） 有形固定資産
　　ア 土地 155,743
　　イ 建物 846,622
　　 　減価償却累計額 82,620 764,002
　　ウ 構築物 20,463,990
　　 　減価償却累計額 1,121,223 19,342,767
　　エ 機械及び装置 877,379
　　 　減価償却累計額 437,838 439,541
　　オ 車両及び運搬具 42
　　 　減価償却累計額 40 2
　　カ 工具、器具及び備品 3,995
　　 　減価償却累計額 1,567 2,428
　　キ 建設仮勘定 252,169
　　　 有形固定資産合計 20,956,652
（２） 無形固定資産
　　ア  ソフトウェア 7,635
　　 無形固定資産合計 7,635
　　 固定資産合計 20,964,287
２　流動資産
（１） 現金預金 10,471
（２） 未収金 119,201
　　 貸倒引当金 103 119,098
　　 流動資産合計 129,569
　　 資産合計 21,093,856

(平成３２（２０２０）年３月３１日)

資産の部

平成３１（２０１９）年度  葉山町下水道事業会計予定貸借対照表
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３ 固定負債
（１） 企業債
　　ア 公共下水道事業債 6,507,041
　　 固定負債合計 6,507,041
４ 流動負債
（１） 企業債
　　ア 公共下水道事業債 552,848
（２） 未払金 34,163
（３） 引当金
　　ア 賞与引当金 4,621
　　イ 法定福利費引当金等 865 5,486
　　 流動負債合計 592,497
５ 繰延収益
（１） 長期前受金 11,263,381
　　 長期前受金収益化累計額 863,459 10,399,922
　　 繰延収益合計 10,399,922
　　 負債合計 17,499,460

６ 資本金
（１） 固有資本金 3,074,452
（２） 繰入資本金 347,137
　　 資本金合計 3,421,589
７ 剰余金
（１） 資本剰余金
　　ア 国庫補助金 77,139
　　イ 受贈財産評価額
（２） 利益剰余金
　　ア 当年度未処分利益剰余金 95,668 95,668
　 　剰余金合計 172,807
　 　資本合計 3,594,396
　 　負債資本合計 21,093,856

負債の部

資本の部
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注  記 

１ 重要な会計方針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成する。 

 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産 

・減価償却の方法     定額法 

・主な耐用年数      建物（付属設備含む）     １５ ～ ５０年 

               構築物            ２８ ～ ５０年 

               機械及び装置          ６ ～ ２０年 

               車両及び運搬具         ４ ～  ５年 

               工具器具及び備品        ５ ～ １５年 

イ 無形固定資産 

・減価償却の方法     定額法 

・主な耐用年数      ソフトウェア               ５年 

 

（２） 引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

      職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していな

い。 

イ 賞与引当金及び法定福利引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給（支

払）見込額に基づき、当年度の負担に属する金額（１２月から３月までの４ヵ月分）を計上する。 

ウ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。 
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（３） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のものも

含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、７，０５９，８８９千円である。 

 

３ セグメント情報関連 

（１） セグメントの概要 

葉山町下水道事業会計では、下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略する。 



 

 

平成 31(2019)年度 

葉山町下水道事業会計予算 参考資料 



議案第49号参考資料

第 １ 回  定 例 会

平成31年 ２月 12日

（単位：千円）

１ 下水道事業収益 1,344,394 1,343,024 1,370

１ 営業収益 298,180 296,088 2,092

１ 下水道使用料 257,570 252,470 5,100

１ 下水道使用料 257,570 　下水道使用料

２ その他営業収益 40,610 43,618 △ 3,008  

１ 下水道手数料 210
　指定工事店手数料
　責任技術者手数料

２ 雑収益 40,400
　し尿等負担金
　下水道使用料延滞金
　原子力損害賠償金

２ 営業外収益 1,046,214 1,046,936 △ 722

１ 受取利息及び配当金 1 1 0

１ 預金利息 1 　預金利息

前年度
予定額

増減額

平　成　３　１　（　２　０　１　９　）　年　度　　葉　山　町　下　水　道　事　業　会　計　予　算　　　参　考　資　料

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

予定額款 項 目 節 備考
本年度
予定額
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２ 他会計補助金 614,034 606,655 7,379

１ 他会計補助金 614,034 　他会計補助金

３ 補助金 0 9,000 △ 9,000

１ 国庫補助金 0 　国庫補助金

４ 長期前受金戻入 432,179 431,280 899

１ 長期前受金戻入 432,179 　長期前受金戻入

備考款 項 目 節 予定額増減額
本年度
予定額

前年度
予定額
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（単位：千円）

１ 下水道事業費用 1,291,968 1,341,754 △ 49,786

１ 営業費用 1,134,255 1,174,215 △ 39,960

１ 管路費 23,604 24,066 △ 462

１ 原材料費 22 　原材料費

２ 動力費 3,602 　動力費

３ 修繕費 10,569 　修繕費

４ 使用料 567 　回線使用料

５ 委託費 6,963
　業務委託費
　清掃委託費

６ 工事請負費 1,870 　設置等簡易工事費

７ 負担金 11 　路面復旧工事県負担金

２ ポンプ場費 30,574 31,604 △ 1,030

１ 備消耗品費 149
　消耗品費
　備品費

２ 光熱水費 2,443 　光熱水費

３ 動力費 14,731 　動力費

４ 修繕費 1,018 　修繕費

５ 使用料 176 　回線使用料

６ 委託費 11,858
　業務委託費
　運搬処分委託費

７ 保険料 199 　火災保険料

節

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考増減額
前年度
予定額

本年度
予定額
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３ 処理場費 195,061 212,749 △ 17,688

１ 備消耗品費 2,965
　消耗品費
　備品費

２ 光熱水費 220 　光熱水費

３ 動力費 30,140 　動力費

４ 薬品費 12,463 　薬品費

５ 修繕費 6,255 　修繕費

６ 通信運搬費 72 　通信運搬費

７ 手数料 125 　手数料

８ 使用料 2 　情報使用料

９ 委託費 142,177
　業務委託費
　運搬処分委託費

10 保険料 642 　火災保険料

４　普及促進費 5,517 4,258 1,259

１ 印刷製本費 504 　印刷製本費

２ 通信運搬費 7 　通信運搬費

３ 補償費 1 　補償費

４ 補助交付金 4,250
　水洗化工事等助成金
　水洗化工事利子補給金

５ 報償費 755 　謝礼

予定額 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額款 項 目 節
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５ 業務費 9,762 9,445 317

１ 通信運搬費 12 　通信運搬費

２ 委託費 9,750 　徴収事務委託費

６ 総係費 41,894 71,558 △ 29,664

１ 給料 17,774 　一般職

２ 職員手当等 11,617 　職員手当等

３ 賞与引当金繰入額 2,533 　賞与引当金繰入額

４ 法定福利費 8,221 　法定福利費

５ 法定福利費引当金繰入額 471 　法定福利費引当金繰入額

６ 旅費 164 　職員旅費

７ 備消耗品費 307 　消耗品費

８ 燃料費 75 　燃料費

９ 修繕費 98 　修繕費

10 通信運搬費 62 　通信運搬費

11 使用料 22 　通行料等使用料

12 委託費 308 　業務委託費

13 負担金 120 　協会等負担金

14 保険料 12 　自動車損害保険料

15 公課費 7 　自動車重量税

16 貸倒引当金繰入額 103 　貸倒引当金繰入額

款 項 目 節 予定額 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額
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７ 減価償却費 827,843 820,535 7,308

１ 有形固定資産減価償却費 825,298 　有形固定資産減価償却費

２ 無形固定資産減価償却費 2,545 　無形固定資産減価償却費

２ 営業外費用 152,713 161,845 △ 9,132

１ 支払利息及び
   企業債取扱諸費

132,712 142,906 △ 10,194

１ 企業債利息 132,712 　企業債利息

２ 消費税及び地方消費税 20,000 18,938 1,062

１ 消費税及び地方消費税 20,000 　消費税及び地方消費税

３ 雑支出 1 1 0

１ その他雑支出 1 　その他雑支出

３ 特別損失 0 3,694 △ 3,694

１ その他特別損失 0 3,694 △ 3,694

１ 手当等 0 　手当等

２ その他特別損失 0 　その他特別損失

４ 予備費 5,000 2,000 3,000

１ 予備費 5,000 2,000 3,000

１ 予備費 5,000 　予備費

款 項 目 節 予定額 備考
本年度
予定額

前年度
予定額

増減額

-28-



（単位：千円）

１　資本的収入 727,692 643,945 83,747

１　企業債 297,000 244,000 53,000

１　企業債 297,000 244,000 53,000

１　公共下水道事業債 297,000 　公共下水道事業債

２　他会計出資金 174,692 172,445 2,247

１　他会計出資金 174,692 172,445 2,247

１　他会計出資金 174,692 　他会計出資金

３　補助金 256,000 227,500 28,500

１　国庫補助金 256,000 227,500 28,500

１　国庫補助金 256,000
　社会資本整備総合交付金
　防災・安全交付金

目 節 備考
当年度
予定額

前年度
予定額

増減額

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　入

予定額款 項
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（単位：千円）

１　資本的支出 1,175,447 1,058,866 116,581

１　建設改良費 634,218 536,437 97,781

１　管路建設費 509,144 490,637 18,507

１　給料 13,661 　一般職

２　職員手当等 9,373 　職員手当等

３　賞与引当金繰入額 2,088 　賞与引当金繰入額

４　法定福利費 6,374 　法定福利費

５　法定福利費引当金繰入額 394 　法定福利費引当金繰入額

６　使用料 792 　情報使用料

７　委託費 111,524
　業務委託費
　設計委託費

８　工事請負費 359,576 　下水道事業工事費

９　補償費 3,000 　補償費

10　負担金 2,362 　路面復旧工事県負担金

２　管路改良費 20,400 0 20,400 20,400

１　委託費 20,400 　業務委託費

節

支　　　　　　出

款 項 目 予定額 備考
当年度
予定額

前年度
予定額

増減額
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３　ポンプ場建設改良費 14,178 0 14,178

１　委託費 8,950 　業務委託費

２　工事請負費 5,228 　下水道事業工事費

４　処理場建設改良費 90,496 45,800 44,696

１　委託費 71,800
　業務委託費
　設計委託費

２　工事請負費 18,696 　下水道事業工事費

２　企業債償還金 536,229 521,429 14,800

１　下水道事業債償還金 536,229 521,429 14,800

１　公共下水道事業債償還金 536,229 　公共下水道事業債償還金

３　予備費 5,000 1,000 4,000

１　予備費 5,000 1,000 4,000

１　予備費 5,000 　予備費

款 項 目 節 予定額 備考
当年度
予定額

前年度
予定額

増減額
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